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令和２年度 厚生労働科学研究費補助金（肝炎等克服政策研究事業） 

  分担研究報告書(院内非専門医連携対策)  
 

肝疾患診療連携拠点病院における肝炎医療コーディネーターの現状調査 

 

研究分担者：榎本  大   大阪市立大学医学部附属病院肝胆膵内科 

研究協力者：日髙  勲   山口大学医学部附属病院消化器内科 

研究協力者：井上 泰輔   山梨大学医学部附属病院第一内科 

研究協力者：磯田 広史   佐賀大学医学部附属病院肝疾患センター 

研究協力者：井出 達也   久留米大学医学部内科学講座消化器内科部門 

研究協力者：荒生 祥尚   新潟大学医歯学総合病院消化器内科 

研究協力者：内田 義人   埼玉医科大学病院消化器内科・肝臓内科 

研究協力者：井上 貴子   名古屋市立大学病院中央臨床検査部 

研究協力者：池上  正   東京医科大学茨城医療センター消化器内科 

研究協力者：柿崎  暁   群馬大学医学部附属病院消化器・肝臓内科 

研究協力者：瀬戸山博子   熊本労災病院消化器内科 

研究協力者：島上 哲朗   金沢大学附属病院消化器内科 

研究協力者：小川 浩司   北海道大学病院消化器内科 

研究協力者：末次  淳   岐阜大学医学部附属病院第一内科 

研究協力者：井上  淳   東北大学病院消化器内科 

研究協力者：遠藤 美月   大分大学医学部附属病院医療安全管理部 

研究協力者：永田 賢治   宮崎大学医学部附属病院肝臓内科 
 

研究要旨：肝疾患診療連携拠点病院における肝炎医療コーディネーター(肝炎 Co)の現

状をアンケート調査した。全国 17 拠点病院の令和元年度における現職肝炎 Co 数は合

計 480名で、施設により 8～77人と大きな差があった。実働率は全体で 78％(374/480)

であったが、施設により 7.9～100％と差があった。最も多い職種は看護師(50％)で、

臨床検査技師(11％)、薬剤師(8.0％)、管理栄養士(8.0％)、医師(3.5％)の順に多かっ

た。今回の調査より拠点病院といえども、➀肝炎 Co養成数には大きな違いがあること、

②養成された肝炎 Coが必ずしも実働出来ていない現状が明らかになった。 

 

A. 研究目的 

肝炎対策の推進に関する基本的な指針

(平成 28 年厚生労働省告示第 278 号)では、

肝硬変または肝がんへの移行者を減らすこ

とを肝炎対策全体の目標に掲げている。こ

の目標を達成するためには、住民や関係者

に肝炎への基本的な理解を広め、肝炎ウイ

ルス検査の受検を促すこと(受検)、検査で

陽性となった者が速やかに肝疾患に関する

専門医療機関を受診すること(受診)、適切

な診療を継続して受けること(受療)が重要

であり、また行政や医療機関が陽性者や患

者の状況を把握して、必要な情報提供、受

診や受療の勧奨等を行うこと(フォローア

ップ)が必要である。 

このような「受検」、「受診」、「受療」と

「フォローアップ」が促進され、肝炎患者

やその家族への支援が適切に行われるよう

にするため、肝炎医療コーディネーター(肝

炎 Co)は、その配置場所や職種などに応じ

て、肝炎に関する基礎的な知識や情報を提

供し、地域や職域における肝炎への理解の

浸透、肝炎患者やその家族からの相談に対

する助言、行政や肝疾患診療連携拠点病院

などの相談窓口の案内、肝炎ウイルス検査

の受検の勧奨、陽性者等に対する専門医療
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機関の受診の勧奨、医療費助成などの制度

の説明を行うなど、都道府県が肝炎対策に

係る計画等の内容に応じて養成および活用

を図る必要がある。 

平成 29年、厚生労働省健康局長より各都

道府県知事に対し、都道府県またはその委

託を受けた肝疾患診療連携拠点病院等が研

修および試験を実施し、肝炎 Coを養成およ

び活用するよう通知が発出された(平成 29

年 4月 25日健発 0425 第 4号厚生労働省健

康局長通知)。平成 31年までに 47都道府県

で肝炎 Co養成が開始された。 

そこで今回われわれは肝疾患診療連携拠

点病院における肝炎 Co 配置の現状を調査

した。 

 

B. 研究方法 

研究分担者の所属する全国 17 肝疾患診

療連携拠点病院の令和元年度における肝炎

Co配置と活動状況につきアンケート調査を

行った。調査時点で各施設に所属する肝炎

Co養成数、現職肝炎 Co数、実働数、業種、

配属部署、活動場所等につき回答を得た。 

「実働」に該当する活動内容については、

「肝炎医療コーディネーターの養成及び活

用について(平成29年4月25日健発0425 第

4号厚生労働省健康局長通知)」の「３．肝

炎医療コーディネーターの基本的な役割及

び活動内容等」の項を参照した。 

 

C. 研究結果 

17施設における現職肝炎 Co数は合計 480

名で、施設により 8～77 人と大きな差があ

った。実働率は全体で 78％(374/480)であ

ったが、施設により 7.9～100％と差があっ

た(図 1a)。 

最も多い職種は看護師(50％)で、臨床検

査技師(11％)、薬剤師(8.0％)、管理栄養士

(8.0％)、医師(3.5％)、医療ソーシャルワ

ーカー(3.0％)、医師事務補助(3.0％)、医

療事務(2.8％)、相談員(2.8％)の順に多か

った(図 1b)。看護師のうち 29.3％が肝疾患

担当部署に配属されていた。術前に肝炎ウ

イルス検査を行う機会が多い眼科に配属さ

れている肝炎 Coは 2名であった。 

 

 

図1a 肝疾患診療連携拠点病院における肝

炎医療コーディネーター現職数(施設別、実

働の有無別) 

 

 

図1b 肝疾患診療連携拠点病院における肝

炎医療コーディネーター現職数(業種別) 
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D. 考察 

肝炎に関する知識を有する肝炎 Coを、医

療機関や保健所をはじめとして身近な地域

や職域に配置することにより、肝炎患者や

その家族等への情報提供などの支援をきめ

細かく行うとともに、肝炎への理解を社会

に広げる基盤が構築されることが期待され

ている。 

肝炎ウイルス検査の受検、検査の陽性者

や肝炎患者の専門医療機関への受診や受療

を促進するためには、かかりつけ医や保健

師といった専門職や、地域や職域の身近な

人たちによる働きかけが重要だと考えられ

る。肝炎 Coが、その役割を担い、住民や肝

炎患者などに直接働きかけること及び様々

な機関に配置された肝炎 Coが相互に連携

して、専門医療機関、行政機関などへ橋渡

ししていくことにより、「受検」、「受診」、

「受療」と「フォローアップ」が円滑に進

み、肝硬変や肝がんへの移行をさせないこ

とが期待される。 

厚生労働省肝炎対策推進室調べによると、

都道府県別の肝炎 Co養成数は、広島、佐賀

など 1,000人を超える県もあれば、100人

前後に留まる県もある(第 24回肝炎対策推

進協議会ペーパーレス資料 1 

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_083

87.html)。認定方法についても都道府県に

任されており、研修内容や試験・更新の有

無など違いがみられる。職種別には、病院

内では看護師、臨床検査技師、薬剤師が多

く、病院外では保健師や調剤薬局薬剤師の

肝炎 Coも多く養成されていた。 

国立国際医療研究センター肝炎情報セン

ターによる肝疾患診療連携拠点病院の現状

調査(令和元年度版)では、全国 71拠点病院

のうち 49病院において、合計 3,800人以上

の肝炎 Coが養成されている

(http://www.kanen.ncgm.go.jp/content/s

tate_of_the_present_from_h21_to_r1.pdf。

今回は 17病院の詳細を調べたが、肝炎 Co

養成数には大きな違いがあること、養成さ

れた肝炎 Coが必ずしも実働出来ていない

現状が明らかになった。医療機関において

は肝炎の治療を行う診療科だけでなく、か

かりつけ医と専門医との連携を促進する観

点から、その他の診療科(例えば治療等の前

や妊娠時に肝炎ウイルス検査を実施するこ

とが多い眼科、整形外科、産科など)にも配

置することが望ましい。眼科に配属されて

いる肝炎 Coは 2名であったが、今後このよ

うな診療科への配置が課題と言える(図2)。 

 

 

図 2 眼科診療に特化した肝炎ウイルス陽

性者拾い上げシステムの構築(計画) 

 

E. 結論 

肝疾患診療連携拠点病院における肝炎Co

の現状をアンケート調査した。全国 17拠点

病院の令和元年度における現職肝炎 Co 数

は合計 480 名で、施設により 8～77 人と大

きな差があった。実働率は全体で 78％

(374/480)であったが、施設により 7.9～

100％と差があった。最も多い職種は看護師

(50％)で、臨床検査技師(11％)、薬剤師

(8.0％)、管理栄養士(8.0％)、医師(3.5％)

の順に多かった。今回の調査より肝疾患診

療連携拠点病院といえども、➀肝炎 Co養成

数には大きな違いがあること、②養成され

http://www.kanen.ncgm.go.jp/content/state_of_the_present_from_h21_to_r1.pdf
http://www.kanen.ncgm.go.jp/content/state_of_the_present_from_h21_to_r1.pdf
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た肝炎 Co が必ずしも実働出来ていない現

状が明らかになった。 

 

F. 政策提言および実務活動 

＜政策提言＞ 

なし 

＜研究活動に関連した実務活動＞ 

研究班活動に加えて、大阪市立大学医学

部附属病院肝胆膵内科副部長として、大阪

府健康医療部健康推進室健康づくり課生活

習慣病・がん対策グループ(肝炎・肝がん対

策担当)と連携し、肝炎に関する総合的な施

策の推進活動に携わっている。 
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2. 学会発表 

〇榎本 大, 藤井 英樹, 河田 則文 C型肝

炎治療-全例治癒のために残された課題- 

院内・院外におけるHCV全例排除に向けた未
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3. その他 

啓発活動 

大阪市立大学医学部附属病院主催市民講座 

おおさか肝炎デー2020～Withコロナ時代の

肝臓病との付き合い方～ 

榎本 大 ウイルス性肝炎 

2020年 8月 1日（土）10：00～2020 年 8月

31日（月）23：59まで web配信 

 

H. 知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得  

なし 

2. 実用新案登録  

なし 

3. その他  

なし 


